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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

（注）１．第11期中間連結会計期間より（中間）連結財務諸表を作成しているため、第10期以前については記載しており

ません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第12期中間連結会計期間より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） － 2,521,729 3,186,895 － 5,479,600 

経常利益 （千円） － 85,291 47,842 － 165,620 

中間（当期）純利益 （千円） － 49,455 14,472 － 75,504 

純資産額 （千円） － 974,563 992,507 － 1,007,400 

総資産額 （千円） － 1,820,362 2,734,893 － 2,236,395 

１株当たり純資産額 （円） － 34,147.28 34,520.54 － 34,896.66 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） － 1,736.85 504.21 － 2,360.70 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － 1,673.56 492.03 － 2,280.54 

自己資本比率 （％） － 53.5 36.3 － 45.0 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 63,239 118,291 － 131,165 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △68,133 △291,667 － △407,209 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △36,623 274,591 － 205,889 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） － 697,281 776,503 － 668,645 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） － 

(－) 

88 

(8) 

141 

(22) 

－ 

(－) 

126 

(18) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第10期中間会計期間において、旧商法第280条ノ19

の規定に基づく新株引受権を発行しておりますが、当社株式は非上場・非登録であり、期中平均株価が把握

できなかったことから記載しておりません。 

  ３. 第11期中間会計期間より（中間）連結キャッシュ・フロー計算書を作成し、（中間）キャッシュ・フロー

計算書は作成していないため、キャッシュ・フローは記載しておりません。 

 ４. 当社は、平成17年５月20日付で株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。 

 ５．第12期中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）

を適用しております。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高 （千円） 2,310,471 2,521,729 3,005,990 4,819,797 5,355,476 

経常利益 （千円） 103,546 84,959 70,635 210,074 234,387 

中間（当期）純利益 （千円） 63,068 49,123 39,439 123,576 135,749 

持分法を適用した場合の

投資損益 
（千円） △10,959 － － △9,325 － 

資本金 （千円） 227,000 332,666 339,413 329,000 336,113 

発行済株式総数 （株） 8,480 28,540 28,724 9,480 28,634 

純資産額 （千円） 637,664 979,028 1,081,577 964,992 1,072,443 

総資産額 （千円） 1,454,847 1,815,444 2,646,824 1,817,985 2,191,069 

１株当たり純資産額 （円） 75,196.28 34,303.74 37,654.15 100,292.43 37,168.19 

１株当たり中間（当期）

純利益金額 
（円） 7,437.35 1,725.18 1,374.06 12,666.01 4,472.86 

潜在株式調整後１株当た

り中間（当期）純利益金

額 

（円） － 1,662.32 1,340.86 12,587.25 4,320.97 

１株当たり配当額 （円） － － － 3,000 1,000 

自己資本比率 （％） 43.8 53.9 40.9 53.1 48.9 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △5,294 － － 75,885 － 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △64,148 － － △118,775 － 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △35,196 － － 193,816 － 

現金及び現金同等物の中

間期末（期末）残高 
（千円） 483,232 － － 738,798 － 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数） 

（人） 73 

(3) 

84 

(8) 

97 

(16) 

72 

(4) 

90 

(10) 



２【事業の内容】 

 株式会社デジタルスケープ（以下、「当社」という。）の親会社は、カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会

社であり、平成18年９月30日現在、当社の議決権の50.4％を所有しております。 

 当社グループは、当社及び関係会社７社（連結子会社２社、持分法適用関連会社４社、持分法非適用関連会社１

社）で構成されており、デジタルクリエイターとＩＴエンジニアに特化した人材コンサルティング事業及びコンテン

ツ制作事業、並びにその他事業を展開しております。コアビジネスである人材コンサルティング事業は主に、インタ

ーネット、コンピュータグラフィックス（以下、「ＣＧ」という。）、ゲーム、放送、映像、プロダクト、ＤＴＰ、

ＩＴの各業界企業に対して人材派遣・請負サービス、人材紹介サービス及びトレーニングサービスを提供しておりま

す。 

 なお、コンテンツ制作事業につきましては、Ｗｅｂサイトやゲーム・ＣＧ等、デジタルコンテンツの制作受託に係

るコンテンツ制作サービスの売上高が増加傾向にあることから、当中間連結会計期間より当該サービスを「人材コン

サルティング事業」から独立区分し、「コンテンツ制作事業」といたしました。 

 また、Ｗｅｂ制作機能の拡大を目的として、平成18年４月３日、株式会社ウェブ・ワーカーズ（連結子会社）と株

式会社ビューテックラボとの合併を行い、株式会社インターアクティブデザインとして、Ｗｅｂの受託制作に加えシ

ステム開発をも請負う体制を構築し、あわせて、派遣スタッフのＯＪＴ機能も強化いたしました。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） １．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当連結中間会計期間の平均人員を外数で記載し

ております。 

     ２．従業員数が前期末に比べて15名増加しておりますが、当期首における定期採用及び期中採用等によるも

のであります。 

  

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。 

(3）労働組合の状況 

 当社には労働組合はありません。なお、労使関係については良好であります。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

 人材コンサルティング事業 
70 

 （11） 

 コンテンツ制作事業 
49 

  （7） 

 その他事業 
7 

  （1） 

 全社（共通） 
15 

  （3） 

合計 
141 

（22） 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 97（16） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の回復を背景とした設備投資の増加や所得環境の好転によ

る個人消費の底堅い推移により、景気の回復が鮮明になってまいりました。当業界におきましては、デジタルコン

テンツの市場拡大に伴う顧客の需要は強く、企業のインターネット関連分野に対する投資意欲は依然として旺盛な

状況にあります。また、ゲーム業界におきましては、次世代ゲーム機向けのタイトル制作が本格的に始まっている

ことから、大手ゲームメーカーにおける制作のアウトソーシングニーズが、さらに強まるものと予想されておりま

す。 

 このような環境のもと、当社では人材派遣・請負サービスにおける派遣登録者数が、12,945人（平成18年９月30

日現在）となり、前年同期比18.0％増となりました。また、派遣稼動者数は1,073人（平成18年９月30日現在）、

前年同期比16.0％増となり、派遣登録者数及び稼動者数共に順調に増加しております。 

 当中間連結会計期間より、企業内ＤＴＰデザイナーの人材派遣サービスや、自動車メーカー向けＣＧデザイナー

の人材派遣サービスを開始し、新たな派遣職種の拡大も実施いたしました。加えて、当社連結子会社である株式会

社インターアクティブデザインや株式会社バウハウス・エンタテインメントによるＯＪＴ（オン・ザ・ジョブ・ト

レーニング）が本格的にスタートし、同社で実際に業務を行っている経験・実力ともに豊富なディレクターのアシ

ストを受けながら、上流職種であるディレクターとしてさまざまな実務プロジェクトで経験を積むことが可能とな

りました。こうしたディレクター職のクリエイターを筆頭に顧客企業で実際にプロジェクトを始動させる際、当社

に登録する他のスタッフをともに同プロジェクトへ一緒に参画する「チーム型派遣」も可能となりました。 

 これらの結果、当中間連結会計期間の当社単体の業績におきましては、売上高3,005,990千円（前年同期比

19.2％増）、経常利益70,635千円（同16.9％減）、中間純利益39,439千円（同19.7％減）となりました。 

 一方、当中間連結会計期間の連結業績におきましては、売上高3,186,895千円（前年同期比26.4％増）、経常利

益47,842千円（同43.9％減）、中間純利益14,472千円（同70.7％減）となりました。売上高につきましては、人材

派遣・請負サービスに加えて、コンテンツ制作事業における連結子会社の受注増により大幅に増加いたしました

が、利益面につきましては、販売費及び一般管理費の増加に加え、連結子会社の持分変動損失や事務所の統合に伴

う固定資産除却損、原状回復費用等の発生等により前年同期を下回る結果となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。  

      ①人材コンサルティング事業 

a) 人材派遣・請負サービス 

  人材派遣・請負サービスにつきましては、次世代ゲーム機向けの開発がいよいよ本格化し、インターネットコン

テンツの制作需要も引き続き堅調であることから、主力のゲームエンタテインメント職種やＷｅｂソリューション

職種等の人材派遣が増加いたしました。登録者の確保につきましては、一般的な募集媒体からの登録に加え、当社

が運営するクリエイティブ業界を対象にしたサイト「With D（ウィズ ディー） http://wd.dsp.co.jp/」からの

誘導が増加しており、当社への登録チャネルの一つに成長してきております。また、登録スタッフと仕事のマッチ

ングにつきましても、社内システムや組織体制の強化を図り、従来に増して生産性が向上いたしました。この結

果、売上高は2,718,730千円（前年同期比16.5％増）となりました。 

b) 人材紹介サービス 

  人材紹介サービスにつきましては、顧客の雇用意欲が堅調であることから、紹介予定派遣に加え有料職業紹介に

よる斡旋が増加いたしました。この結果、売上高は72,026千円（同4.2％増）となりました。 

c) トレーニングサービス 

  トレーニングサービスにつきましては、主に企業向けの研修や派遣登録者向けの有料トレーニングを実施いたし

ました。この結果、売上高は3,718千円（同28.5％増）となりました。 

②コンテンツ制作事業 

  コンテンツ制作事業につきましては、人材派遣・請負サービスにて取引を行っている顧客からのＷｅｂサイトや

ゲーム・ＣＧの制作受託に加え、連結子会社である株式会社インターアクティブデザインや株式会社バウハウス・

エンタテインメントによる制作受託が増加いたしました。この結果、売上高は343,406千円（同315.0％増）となり

ました。 



③その他事業 

a) アウトソーシングサービス 

  アウトソーシングサービスにつきましては、主に電子メールのインバウンド・システム「ＡＣＵＴＯ（アキュー

ト）」の販売等を行いました。この結果、売上高は39,437千円（同49.7％増）となりました。 

b) その他サービス 

 その他サービスにつきましては、主に大学生向けの就職支援サービスを行いました。この結果、売上高は9,576

千円（同54.6％増）となりました。なお、従来は、その他サービスに連結子会社である株式会社インターアクティ

ブデザインによるシステム開発の売上高を含めて表記しておりましたが、当該売上高は増加傾向にあり、この傾向

は今後も続くことが予想されるため、当中間連結会計期間より独立区分した「コンテンツ制作事業」に含めて表示

しております。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)の残高は776,503千円となり、前連

結会計年度末と比較して107,857千円の増加（前年同期は41,517千円の使用）となりました。なお、平成18年４月

３日、連結子会社である株式会社ウェブ・ワーカーズ（現商号 株式会社インターアクティブデザイン）による株

式会社ビューテックラボの合併により、資金が6,642千円増加しました。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において、営業活動の結果得られた資金は118,291千円（前年同期比87.1％増）となりまし

た。これは主に、税金等調整前中間純利益32,948千円、減価償却費32,972千円、及び売上債権の減少64,080千円に

よる増加、並びに法人税等の支払62,990千円等によるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において、投資活動の結果使用した資金は291,667千円（同328.1％増）となりました。これ

は主に、持分法適用関連会社への貸付235,000千円、有形固定資産の取得による支出12,644千円及び大阪デジタル

コンテンツファンドへの出資金の払込等23,778千円、並びに株式会社ＣＲＡＰＥの株式取得による支出10,000千円

等によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  当中間連結会計期間において、財務活動の結果得られた資金は274,591千円（前年同期は36,623千円の使用）と

なりました。これは主に、短期借入金の調達による増加299,100千円、配当金の支払に伴う支出28,472千円等によ

るものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループが行う事業は、提供するサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略し

ております。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）当社グループは、前連結会計年度までの単一のセグメント区分として、事業の種類別セグメント情報を省略

しておりましたため、前年同期比ついては記載しておりません。 

  

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．総販売実績に対する販売実績の割合が100分の10以上の相手先が存在しないため、主な相手先別の販売実績

等の記載は省略しております。 

  なお、株式会社デジタルスケープ単体における当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類ごとに示すと、次の

とおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 受注高 (千円) 前年同期比（％） 受注残高 (千円) 前年同期比（％）

 コンテンツ制作事業 310,377 － 91,470 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

人材コンサルティング事業 （千円） 2,794,476 87.7 116.1 

コンテンツ制作事業 （千円） 343,406 10.8 415.0 

その他事業 （千円） 49,013 1.5 150.7 

合計 （千円） 3,186,895 100.0 126.4 

事業の種類 
当中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

構成比 
（％） 

前年同期比 
（％） 

  人材派遣・請負サービス （千円） 2,727,372 90.8 116.8 

  人材紹介サービス （千円） 72,026 2.4 104.2 

  トレーニングサービス （千円） 3,868 0.1 133.7 

人材コンサルティング事業 （千円） 2,803,268 93.3 116.5 

コンテンツ制作事業  (千円） 153,708 5.1 185.8 

   アウトソーシングサービス  (千円） 39,437 1.3 149.7 

   その他サービス  (千円） 9,576 0.3 154.7 

その他事業 （千円） 49,013 1.6 150.7 

合計 （千円） 3,005,990 100.0 119.2 



３【対処すべき課題】 

 平成16年に経済産業省の諮問機関である産業構造審議会が取りまとめた「新産業創造戦略」では、日本経済の将来

の発展を支える戦略分野の１つに「コンテンツ産業」を挙げております。中でもデジタルコンテンツの市場は、平成

13年に1.9兆円だった市場規模が、平成22年には7.4兆円にまで成長すると予測されております（出所 財団法人デジ

タルコンテンツ協会「デジタルコンテンツ白書2004、2005」）。 

 このような市場下において、当社における重要な課題は、次のとおりであります。 

①クリエイターの登録チャネルの拡大 

 求職者の当社への登録チャネルは大きく分けて３つあります。１つは、当社が掲載する募集媒体からの登録。２つ

目は、既登録者や稼動者からの紹介である、いわゆる「口コミ」によるもの。３つ目は、当社の兄弟会社であるデジ

タルハリウッド株式会社を含む、専門学校・大学等との連携による卒業生の登録があります。 

 今日のようにクリエイター人材が不足している環境下では、募集媒体からの登録では同業他社との差別化が図りに

くく、費用対効果があまり認められません。そのため、専門学校や大学等の新卒者や卒業してまだ実務経験の少ない

クリエイターを登録に誘導し、当社内において実務トレーニングやＯＪＴを施すことによってスキルアップを図り、

就業に結びつける方法を継続的に実施することが重要であると考えております。そのため、専門学校や大学等との連

携を引き続き増やしていく方針であります。 

 また、平成17年10月より開始した当社が運営するクリエイティブ業界を対象にしたサイト「With D（ウィズ ディ

ー）http://wd.dsp.co.jp/」からの登録者の誘導が増加しており、当社への登録チャネルの一つに成長してきており

ます。 

②トレーニング機能の拡充 

 圧倒的に不足するクリエイター人口を増加させるためには、コンテンツ制作における基礎的な知識は持っている

が、実務経験が足りないために就業機会に恵まれない登録スタッフをいかに就業に結びつけるか、ということが益々

重要になると考えております。当社の特長の１つであるトレーニングシステムは、制作現場の実務に必要とされる技

術を習得する点において優れており、引き続きトレーニング環境の拡充や、ＯＪＴによるトレーニングカリキュラム

の増加が必要になると考えております。 

 したがって、当社内のトレーニングセンターに加え、連結子会社である株式会社インターアクティブデザインや株

式会社バウハウス・エンタテインメントを中心としたＯＪＴ機能の向上に努めてまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

   当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

  当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

 また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株引受権及び新株予

約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 旧商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権に関する事項は、次のとおりであります。 

① 平成14年１月10日臨時株主総会決議 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 48,000 

計 48,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数（株） 

（平成18年９月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月21日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,724 28,724 
大阪証券取引所 

（ヘラクレス） 
－ 

計 28,724 28,724 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  538  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円）                  73,334 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成16年１月11日 

至 平成19年１月10日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    73,334 

資本組入額   36,667 

発行価格    同左 

資本組入額   同左 

新株予約権の行使の条件 

 権利を付与された者

は、新株引受権行使時に

おいても、当社の取締役

又は従業員であることを

要す。その他の条件につ

いては、本総会決議及び

取締役会決議に基づき、

当社と対象取締役・従業

員との間で締結する新株

引受権付与契約に定める

ものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株引受権の譲渡及び

質入その他の処分は認め

ないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 



 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

② 平成16年３月24日臨時株主総会決議 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 191  同左  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  573  同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 73,334 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年３月25日 

至 平成26年３月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    73,334 

資本組入額   36,667 

発行価格     同左 

資本組入額    同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であ

ることを要す。その他の条

件については、本総会決議

及び取締役会決議に基づ

き、当社と対象取締役・監

査役・従業員との間で締結

する新株予約権付与契約に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡及び質

入等は、これを認めないも

のとする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 



② 平成17年６月24日第10回定時株主総会決議 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 （注）新株予約権等の行使による増加であります。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権の数（個） 817  815  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  817 815 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 278,000 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成19年６月25日 

至 平成27年６月24日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    278,000 

資本組入額   139,000 

発行価格      同左 

資本組入額      同左 

新株予約権の行使の条件 

 新株予約権の割当を受け

た者は、権利行使時におい

ても、当社取締役、監査役

もしくは従業員の地位であ

ることを要す。その他の条

件については、本総会決議

及び取締役会決議に基づ

き、当社と対象取締役・監

査役・従業員との間で締結

する新株予約権割当契約に

定めるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

 新株予約権の譲渡及び質

入等は、これを認めないも

のとする。 

同左 

代用払込みに関する事項  －  － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成18年４月１日～  

平成18年９月30日 

    （注） 

90 28,724 3,300 339,413 3,300 307,713 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

カルチュア・コンビニエンス・ク

ラブ株式会社 
大阪府大阪市北区梅田２丁目５-25 14,480 50.41 

楽天株式会社 
東京都港区六本木６丁目10-１六本木

ヒルズ森タワー 
2,880 10.03 

藤川幸廣 東京都世田谷区 2,684 9.34 

デジタルスケープ従業員持株会 
東京都渋谷区道玄坂１丁目10-８渋谷

野村ビル８階 
1,056 3.68 

株式会社イマジカ・ロボットホー

ルディングス 
大阪府大阪市北区同心１丁目８-14 600 2.09 

フューチャーシステムコンサルテ

ィング株式会社 

東京都渋谷区渋谷３丁目28-13渋谷新

南口ビル 
300 1.04 

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口） 
東京都港区浜松町２丁目11-３ 280 0.97 

篠原淳 東京都目黒区 216 0.75 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４-６ 214 0.75 

松井証券株式会社（一般信用口） 東京都千代田区麹町１丁目４ 174 0.61 

計 － 22,884 79.67 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   28,724  28,724 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 28,724 － － 

総株主の議決権 － 28,724 － 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 281,000 256,000 237,000 204,000 215,000 206,000 

最低（円） 207,000 172,000 135,000 147,000 157,000 162,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30

日まで）及び当中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間連結財務諸表並びに前中

間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                     

Ⅰ 流動資産                     

１．現金及び預金     697,281     776,503     668,645   

２．売掛金     634,632     807,879     831,284   

３．たな卸資産      2,605     19,942     933   

４．関係会社短期貸
付金 

    －     465,000     230,000   

５．繰延税金資産     25,421     38,890     33,565   

６．その他     66,490     92,548     22,353   

貸倒引当金     △200     △608     △690   

流動資産合計     1,426,230 78.3   2,200,156 80.4   1,786,092 79.9 

Ⅱ 固定資産                     

１．有形固定資産 ※１                   

(1）建物   25,441     32,416     32,340     

(2）器具及び備品   32,569     37,274     35,322     

有形固定資産合
計 

    58,011 3.2   69,691 2.6   67,662 3.0 

２．無形固定資産                     

(1）ソフトウェア ※２ 93,537     130,110     88,993     

(2）連結調整勘定   7,112     －     9,214     

(3）のれん   －     15,853     －     

(4）その他   668     8,273     1,554     

無形固定資産合
計 

    101,318 5.6   154,237 5.6   99,762 4.5 

３．投資その他の資
産 

                    

(1）投資有価証券   73,982     54,993     55,908     

(2）繰延税金資産   47,654     51,021     49,753     

(3）敷金保証金   67,275     134,920     129,005     

(4）保険積立金   43,122     48,510     45,816     

(5）その他   2,765     28,646     2,392     

 貸倒引当金   －     △7,284     －     

投資その他の資
産合計 

    234,801 12.9   310,808 11.4   282,877 12.6 

固定資産合計     394,132 21.7   534,737 19.6   450,302 20.1 

資産合計     1,820,362 100.0   2,734,893 100.0   2,236,395 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                     

Ⅰ 流動負債                     

１．短期借入金     20,000     583,000     270,000   

２．１年以内返済予
定長期借入金 

※２    14,702     22,196     3,656   

３．未払費用     501,624     628,939     545,775   

４．未払法人税等     32,401     40,085     63,114   

５．賞与引当金     44,858     65,681     53,060   

６．役員賞与引当金     －     8,778     －   

７．その他     142,756     221,533     194,841   

流動負債合計     756,342 41.5   1,570,215 57.4   1,130,447 50.6 

Ⅱ 固定負債                     

１．長期借入金     －     70,265     －   

２．退職給付引当金     19,615     22,883     21,019   

３．役員退職慰労引
当金 

    67,366     79,022     72,625   

固定負債合計     86,981 4.8   172,171 6.3   93,645 4.2 

負債合計     843,323 46.3   1,742,386 63.7   1,224,092 54.8 

            

（少数株主持分）                     

少数株主持分     2,475 0.2   － －   4,902 0.2 

            

（資本の部）                     

Ⅰ 資本金     332,666 18.3   － －   336,113 15.0 

Ⅱ 資本剰余金     300,966 16.5   － －   304,413 13.6 

Ⅲ 利益剰余金     340,519 18.7   － －   366,568 16.4 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金 

    410 0.0   － －   305 0.0 

資本合計     974,563 53.5   － －   1,007,400 45.0 

負債、少数株主持
分及び資本合計 

    1,820,362 100.0   － －   2,236,395 100.0 

                      



  
前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   339,413 12.4   － － 

２．資本剰余金     － －   307,713 11.3   － － 

３．利益剰余金     － －   344,236 12.6   － － 

株主資本合計     － －   991,363 36.3   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評
価差額金 

    － －   204 0.0   － － 

評価・換算差額等合計     － －   204 0.0   － － 

Ⅲ  少数株主持分     － －   939 0.0   － － 

純資産合計     － －   992,507 36.3   － － 

負債純資産合計     － －   2,734,893 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,521,729 100.0   3,186,895 100.0   5,479,600 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,840,503 73.0   2,358,495 74.0   4,042,970 73.8 

売上総利益     681,225 27.0   828,400 26.0   1,436,629 26.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   594,526 23.6   778,287 24.4   1,267,463 23.1 

営業利益     86,699 3.4   50,112 1.6   169,165 3.1 

Ⅳ 営業外収益                     

１．受取利息   7     3,409     1,271     

２．受取配当金   500     501     500     

３．持分法による投資
利益 

  332     －     －     

４．その他   144 984 0.0 289 4,199 0.1 457 2,228 0.0 

Ⅴ 営業外費用                     

１．支払利息   479     4,097     1,601     

２．持分法による投資
損失  

  －     2,362     2,029     

３．新株発行費   1,903     －     1,904     

４．その他   8 2,392 0.0 10 6,469 0.2 238 5,773 0.1 

経常利益     85,291 3.4   47,842 1.5   165,620 3.0 

Ⅵ 特別利益                     

１．貸倒引当金戻入益   220     294     124     

２．損害賠償金   － 220 0.0 6,000 6,294 0.2 － 124 0.0 

Ⅶ 特別損失                     

  １．持分変動損失   －     9,278     －     

２．固定資産除却損 ※２ 1,038     5,036     2,474     

３．原状回復費用   －     3,700     －     

４．事務所移転費用   －     2,173     －     

５．その他   － 1,038 0.0 1,000 21,188 0.7 － 2,474 0.0 

税金等調整前中間
（当期）純利益 

    84,473 3.4   32,948 1.0   163,269 3.0 

法人税、住民税及
び事業税 

  29,801     37,645     100,197     

法人税等調整額   5,217 35,018 1.4 △6,523 31,122 0.9 △4,498 95,698 1.7 

少数株主損失     － －   △12,646 △0.4   △7,933 △0.1 

中間（当期）純利
益 

    49,455 2.0   14,472 0.5   75,504 1.4 

            



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

   （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

      中間連結剰余金計算書  

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     297,300   297,300

Ⅱ 資本剰余金増加高           

新株予約権の行使による新株の発行   3,666 3,666 7,113 7,113

Ⅲ 資本剰余金中間期末（期末）残高     300,966   304,413

（利益剰余金の部）           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     338,522   338,522

Ⅱ 利益剰余金増加高           

中間（当期）純利益   49,455 49,455 75,504 75,504

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１．配当金   28,440   28,440   

２．役員賞与   14,220   14,220   

３．持分法適用会社の増加に伴う剰余金減少高   4,797 47,457 4,797 47,457

Ⅳ 利益剰余金中間期末（期末）残高     340,519   366,568

     

      中間連結株主資本等変動計算書 

      当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日）              
 

  株主資本 
評価・換算差

額等 少数株主持分 純資産合計 

  資本金  資本剰余金  利益剰余金  株主資本合計 

その他有価証

券評価差額

金  

  

 平成18年３月31日残高（千円） 336,113 304,413 366,568 1,007,095 305 4,902 1,012,303 

 中間連結会計期間中の変動額        

 新株の発行 3,300 3,300  6,600   6,600 

 剰余金の配当（注）   △28,634 △28,634   △28,634 

 役員賞与（注）   △8,170 △8,170   △8,170 

 中間純利益   14,472 14,472   14,472 

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（純額） 
        △101 △3,962 △4,064 

 中間連結会計期間中の変動額合計 

 （千円） 
3,300 3,300 △22,331 △15,731 △101 △3,962 △19,795 

 平成18年９月30日残高（千円） 339,413 307,713 344,236 991,363 204 939 992,507 

      



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシ 
ュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間（当期）純利益   84,473 32,948 163,269 

減価償却費   21,956 32,972 54,285 

のれん償却額   － 1,838 － 

貸倒引当金の増減額（減少額：△）   △220 △294 53 

賞与引当金の増減額（減少額：△）   △11,062 7,662 △2,860 

役員賞与引当金の増加額   － 8,778 － 

退職給付引当金の増加額   2,473 1,863 3,878 

役員退職慰労引当金の増加額   5,259 6,397 10,518 

受取利息及び受取配当金   △507 △3,910 △1,771 

支払利息   479 4,097 1,601 

持分法による投資損益（利益：△）   △332 2,362 2,029 

固定資産除却損   1,038 5,036 2,474 

持分変動損失    － 9,278 － 

売上債権の増減額（増加額：△）   51,091 64,080 △106,978 

たな卸資産の増減額（増加額：△）   － 25 4,912 

未払金の増減額（減少額：△）    － △52,881 28,366 

未払費用の増加額   4,299 85,081 52,433 

未払消費税等の増減額（減少額：△）   △22,412 388 △9,910 

役員賞与の支払額   △14,220 △8,170 △14,220 

その他   △23,511 △14,681 21,775 

小計   98,804 182,874 209,859 

利息及び配当金の受取額   507 3,982 1,759 

利息の支払額   △463 △5,575 △2,177 

法人税等の支払額   △35,609 △62,990 △78,275 

営業活動によるキャッシュ・フロー   63,239 118,291 131,165 

 



    
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシ 
ュ・フロー計算書 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

有形固定資産の取得による支出   △19,721 △12,644 △36,213 

無形固定資産の取得による支出   △18,833 △8,821 △36,393 

投資有価証券の取得による支出    － △10,000 △19,000 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得
による支出 

  △2,802 － △148 

持分法適用関連会社株式の新規取得によ
る支出 

  △23,623 － △23,623 

短期貸付による支出    － △235,000 △230,000 

敷金支払による支出    △1,106 △5,711 △57,480 

その他投資による支出   △3,393 △23,778 △6,087 

その他投資の回収による収入   1,346 4,289 1,737 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △68,133 △291,667 △407,209 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の増減額   △6,000 299,100 241,000 

長期借入れによる収入    － 90,000 － 

長期借入金の返済による支出   △9,996 △92,636 △21,042 

株式の発行による収入   7,333 6,600 14,226 

配当金の支払額   △27,960 △28,472 △28,294 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △36,623 274,591 205,889 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少額：
△） 

  △41,517 101,215 △70,153 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   738,798 668,645 738,798 

Ⅵ 合併による現金及び現金同等物の増加額   － 6,642 － 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残
高 

  697,281 776,503 668,645 

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数    １社 

連結子会社の名称 

・㈱クラフテックス 

 ㈱クラフテックスにつき

ましては、株式取得に伴

い、当中間連結会計期間よ

り連結子会社となりまし

た。なお、みなし取得日を

同社の決算日としているた

め、当中間連結会計期間は

貸借対照表のみを連結して

おります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 非連結子会社の名称等 

 該当事項はありません。 

(1) 連結子会社の数    ２社 

連結子会社の名称 

・㈱バウハウス・エンタテイ

ンメント 

・㈱インターアクティブデ

ザイン 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(2) 非連結子会社の名称等 

 同左 

(1) 連結子会社の数  ２社 

   連結子会社の名称 

   ・株式会社バウハウス・エ

ンタテインメント 

    株式会社バウハウス・エ

ンタテインメントにつき

ましては、株式取得に伴

い、当連結会計年度より

連結子会社となりまし

た。 

   なお、同社は平成18年３月

29日付で、株式会社クラ

フテックスより商号変更

しております。 

   ・株式会社ウェブ・ワーカ

ーズ 

    株式会社ウェブ・ワーカ

ーズにつきましては、当

中間連結会計期間までは

持分法適用関連会社でし

たが、株式の追加取得に

伴い、連結子会社となり

ました。 

       なお、同社は平成18年４

月３日付で、株式会社イ

ンターアクティブデザイ

ンに商号変更しておりま

す。 

  

(2) 非連結子会社の名称等 

   同左  

２．持分法の適用に関する事項 (1) 持分法を適用した関連会社数 

５社 

主要な会社の名称 

・㈱ウェブ・ワーカーズ 

・㈱エクステージ 

 ㈱エクステージ他３社に

つきましては、㈱エクステ

ージの株式取得に伴い、当

中間連結会計期間より持分

法適用関連会社となりまし

た。なお、みなし取得日は

当中間連結会計期間末とし

ております。 

(1) 持分法を適用した関連会社数 

４社 

主要な会社の名称 

・㈱エクステージ 

(1) 持分法を適用した関連会社数

 ４社 

  主要な会社の名称 

  ・株式会社エクステージ 

    株式会社エクステージ他

３社につきましては、株式

会社エクステージの株式取

得に伴い、当連結会計年度

より持分法適用関連会社と

なりました。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (2) 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社の名称

等 

該当事項はありません。  

(2) 持分法を適用していない非連

結子会社はありません。 

   持分法を適用していない関連

会社（㈱キレイコム）は、中

間純損益（持分に見合う額）

及び利益剰余金（持分に見合

う額）等からみて、持分法の

対象から除いても中間連結財

務諸表に及ぼす影響が軽微で

あり、持分法の適用範囲から

除外しております。 

(2) 持分法を適用していない非連

結子会社及び関連会社の名称

等   

 該当事項はありません。  

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

 連結子会社である㈱クラフテッ

クスの決算日は８月31日でありま

す。中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、同決算日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、

中間連結決算日との間に生じた重

要な取引については連結上必要な

調整を行っております。 

 すべての連結子会社の中間期の

末日は、中間連結決算日と一致し

ております。 

 すべての連結子会社の事業年度

の末日は、連結決算日と一致して

おります。 

４．会計処理基準に関する事項 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

仕掛品 

個別法による原価法 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

仕掛品 

同左 

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

仕掛品 

同左 

  (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 ８～10年 

器具及び備品 ４～６年 

② 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 自社利用のソフトウエアに

ついては、社内における５年

以内の利用可能期間に基づく

定額法により償却しておりま

す。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 同左 

  

  

  

② 無形固定資産 

 同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

① 有形固定資産 

 同左 

  

  

  

② 無形固定資産 

 同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

② 賞与引当金 

 親会社では、従業員の賞与の

支払に備えるため、支給見込額

の当中間連結会計期間負担額を

計上しております。 

  ③ ────── 

④ 退職給付引当金 

 親会社では、従業員の退職給

付に備えるため、当中間連結会

計期間末における退職給付債務

の見込額に基づき、当中間連結

会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上してお

ります。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 親会社では、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく当中間連結会計期間末要

支給額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 同左 

② 賞与引当金 

 同左 

  ③ 役員賞与引当金 

    親会社では、役員に対する賞

与の支給に備えるため、支給見

込額の当中間連結会計期間負担

額を計上しております。 

 （会計方針の変更） 

    役員賞与は、従来、利益処分

により未処分利益を減少する処

理を行っておりましたが、「役

員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準第４号 平成17年11

月29日）に基づき、当中間連結

会計期間より発生時に費用処理

する方法に変更しております。 

この結果、従来の方法によった

場合に比べ、営業利益、経常利

益及び税金等調整前中間純利益

がそれぞれ8,778千円減少して

おります。 

 なお、セグメントに与える影

響は、当該箇所に記載しており

ます。 

④ 退職給付引当金 

 親会社では、従業員の退職給

付に備えるため、当中間連結会

計期間末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しており

ます。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 親会社では、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく当中間連結会計期間末要

支給額を計上しております。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 同左 

② 賞与引当金 

 親会社では、従業員の賞与の

支払に備えるため、支給見込額

の当連結会計年度負担額を計上

しております。 

  ③ ────── 

④ 退職給付引当金 

 親会社では、従業員の退職給

付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しておりま

す。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 親会社では、役員の退職慰労

金の支給に備えるため、内規に

基づく当連結会計年度末要支給

額を計上しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  (4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 同左 

  (5) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

① 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっております。 

② 繰延資産の処理方法 

新株発行費 

 支出時に全額費用として処

理しております。 

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事

項 

① 消費税等の会計処理 

  同左 

② 繰延資産の処理方法 

株式交付費 

 同左 

(5) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  同左 

② 繰延資産の処理方法 

新株発行費 

 同左 

５. 中間連結キャッシュ・フロー

計算書（連結キャッシュ・フ

ロー計算書）における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金からなっております。 

 同左   同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

項目 

前中間連結会計期間 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 

 （自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基準  「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６

号)を当中間連結会計期間から適

用しております。これによる損

益への影響はありません。 

───────────  「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月

９日))及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第６

号)を当連結会計年度から適用し

ております。これによる損益へ

の影響はありません。 

連結貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準 

───────────   当中間連結会計期間より、

「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９

日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当

する金額は、991,568千円であり

ます。 

 なお、当中間連結会計期間に

おける中間連結貸借対照表の純

資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作

成しております。  

 ─────────── 

 企業結合に係る会計基準等  ───────────  当中間連結会計期間から「企業

結合に係る会計基準」（企業会

計審議会 平成15年10月31日）

及び「事業分離等に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 

平成17年12月27日 企業会計基

準第７号）並びに「企業結合会

計基準及び事業分離会計基準に

関する適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月27日 

企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

 ─────────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

  当中間連結会計期間  
（自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日）  

───────────  （中間連結貸借対照表） 

  

  

  前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記され

ていたものは、当中間連結会計期間から「のれん」と表示しており

ます。 

 ─────────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書）  

    営業活動によるキャッシュ・フローの「未払金」は、前連結会計

期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、金額的重要性が

増したため区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている「未払

金」は9,381千円であります。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

 （注）普通株式の発行済株式総数の増加90株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

  

  （２）基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間期末後となるもの 

     該当事項はありません。 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

60,624千円 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

90,492千円 

※１. 有形固定資産の減価償却累計額 

78,410千円 

※２．  ──────────  ※２．担保提供資産及び対応債務 

 担保に供している資産は、次のとおり

であります。  

    ソフトウェア      40,629千円 

    対応債務は、次のとおりであります。 

    １年以内返済予定長期借入金  

 3,200千円 

※２．   ────────── 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当        191,172千円 

賞与引当金繰入額     44,858千円 

退職給付費用       3,651千円 

役員退職慰労引当金繰入額 5,259千円 

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当        246,173千円 

賞与引当金繰入額     64,798千円 

       役員賞与引当金繰入額   8,778千円 

退職給付費用       4,600千円 

役員退職慰労引当金繰入額 6,397千円 

  

※１. 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当         399,195千円 

賞与引当金繰入額     53,060千円 

退職給付費用        6,291千円 

役員退職慰労引当金繰入額 10,518千円 

※２. 固定資産除却損の内訳 

建物除却損         942千円 

器具及び備品除却損      96千円 

※２. 固定資産除却損の内訳 

建物除却損        3,406千円 

器具及び備品除却損    1,630千円 

※２. 固定資産除却損の内訳 

建物除却損         2,336千円 

器具及び備品除却損      138千円 

 当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 
 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式（注） 28,634 90 － 28,724 

合計 28,634 90 － 28,724 

 ２．配当に関する事項 

 （１）配当金支払額 
 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月26日 

定時株主総会 
普通株式 28,634 1,000 平成18年３月31日 平成18年６月26日 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間

連結貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年９月30日現在） （平成18年９月30日現在） （平成18年３月31日現在）

  （千円）

 現金及び預金勘定 697,281 

 現金及び現金同等物 697,281 

  （千円）

 現金及び預金勘定 776,503 

 現金及び現金同等物 776,503 

  （千円）

 現金及び預金勘定 668,645 

 現金及び現金同等物 668,645 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及び

期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備品 37,400 22,814 14,586 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備品 43,872 30,773 13,099 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

器具及び備品 36,243 25,967 10,276 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7,929千円

１年超 6,765千円

合計 14,695千円

１年内 8,358千円

１年超 5,035千円

合計 13,393千円

１年内 7,577千円

１年超 3,064千円

合計 10,642千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額

及び減損損失 

支払リース料 4,007千円

減価償却費相当額 3,947千円

支払利息相当額 62千円

支払リース料 5,019千円

減価償却費相当額 4,805千円

支払利息相当額 142千円

支払リース料 8,014千円

減価償却費相当額 7,656千円

支払利息相当額 297千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

  同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 

５．利息相当額の算定方法 

  同左 

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

  同左 

（減損損失について） 

   同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表

計上額（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 133 825 692 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 133 825 692 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 15,000 

合計 15,000 

種類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表

計上額（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 133 477 344 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 133 477 344 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 35,618 

合計 35,618 



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上

額（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 133 648 515 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 133 648 515 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 34,000 

合計 34,000 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全

く行っておりませんので、該当事項はあり

ません。 

 当社グループは、デリバティブ取引を全

く行っておりませんので、該当事項はあり

ません。 

  当社グループは、デリバティブ取引を全

く行っておりませんので、該当事項はありま

せん。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「人材コンサルティング事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

            （事業区分の変更） 

          従来、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「人材コン

サルティング事業」の割合がいずれも90％を超えていたため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略して

おりましたが、当中間連結会計期間において、ウェブサイトやゲーム・ＣＧ等、デジタルコンテンツの制作受

託に係るコンテンツ制作サービスの売上高は増加傾向にあり、この傾向は今後も続くことが予想されるため、

当中間連結会計期間より当該サービスを「人材コンサルティング事業」から独立区分し、「コンテンツ制作事

業」としました。この結果、当社企業グループの事業区分は、「人材コンサルティング事業」「コンテンツ制

作事業」「その他事業」の３区分となりました。 

  （注）１．事業区分は、事業の内容によっております。 

 ２．各事業の区分に属する主要な事業の内容 

       （１）人材コンサルティング事業 

         デジタルコンテンツ市場への人材供給及びクリエイター・企業向けの有料トレーニングの提供等 

      （２）コンテンツ制作事業 

         デジタルコンテンツの制作受託等 

      （３）その他事業 

         上記事業区分に含まれないその他の事業 

 ３．配賦不能費用はありません。 

      ４．会計方針の変更（当中間連結会計期間） 

           「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４.（3）③に記載のとおり、当中間連結会計期間

より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。この

変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当中間連結会計期間の営業費用の金額は、「人材コンサル

ティング事業」が7,995千円、「その他事業」が389千円増加し、営業利益はそれぞれ同額減少しておりま

す。また、「コンテンツ制作事業」において、営業費用は393千円増加し、営業損失は同額増加しておりま

す。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占める「人材コンサルティング事業」の割合がいずれも

90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
人材コンサル
ティング事業 
（千円） 

コンテンツ制
作事業 
（千円） 

その他事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社 
（千円） 

連結 
（千円） 

   売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 2,794,476 343,406 49,013 3,186,895 － 3,186,895 

(2）セグメント間の内部売上  

高又は振替高 
8,791 19,472 － 28,264 (△28,264) － 

計 2,803,268 362,878 49,013 3,215,159 (△28,264) 3,186,895 

   営業費用 2,734,261 389,165 41,619 3,165,046 (△28,264) 3,136,782 

   営業利益又は損失（△） 69,006 △26,287 7,393 50,112 － 50,112 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当 

事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当 

事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当 

事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日） 

前中間連結会計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

前連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額算定上の基礎は、以下

のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 34,147円28銭

１株当たり中間純利益金額 1,736円85銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
1,673円56銭

１株当たり純資産額 34,520円54銭

１株当たり中間純利益金額 504円21銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
492円03銭

１株当たり純資産額 34,896円66銭

１株当たり当期純利益金額 2,360円70銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
2,280円54銭

  
前中間連結会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 49,455 14,472 75,504 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 8,170 

（うち利益処分による役員賞与金） （－）  （－）  (8,170) 

普通株式に係る中間（当期）純利益  

（千円） 

49,455 14,472 67,334 

期中平均株式数（株） 普通株式   28,474 普通株式     28,702  普通株式    28,523  

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 

      

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 1,076 710 1,002 

（うち新株引受権及び新株予約権） (1,076) (710) (1,002) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

－  平成17年６月24日第10回定

時株主総会で決議された新株

予約権（新株予約権の数817

個） 

 平成17年６月24日第10回定

時株主総会で決議された新株

予約権（新株予約権の数823

個） 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．㈱ウェブ・ワーカーズの子会社化 

 当社は、平成17年９月15日開催の取締役

会において、市場で不足しているディレク

ター職やデザイナー職の育成支援体制強化

を目的として、㈱アイ・エム・ジェイが保

有する㈱ウェブ・ワーカーズの株式を一部

追加取得し子会社化することを決議し、同

日、取得契約を締結し、平成17年10月３日

に譲渡を受けました。  

(1) 株式譲受の概要 

① 商号   ㈱ウェブ・ワーカーズ 

② 事業内容 Webサイトの企画・制

作・運用・更新等に係る

業務の受託 

当該業務の受託を通じた

人材の育成 

インターネットに関する

調査・研究及びコンサル

ティング 

③ 決算期  ９月 

④ 従業員数 13名（平成17年８月末現

在） 

⑤ 資本金額 78,000千円（平成17年３

月末現在） 

⑥ 売上高  204,378千円（平成16年

９月期実績） 

(2) 異動の内容 

① 譲受前の所有株式数 

780株（所有割合   50.0％） 

② 取得株式数 

546株（取得価額 27,300千円） 

③ 譲受後の所有株式数 

1,326株（所有割合   85.0％） 

１．㈱マルチビッツの連結子会社化 

 当社は、平成18年８月24日開催の取締役

会決議に基づき、㈱ミスミグループ本社が

保有する㈱マルチビッツの株式の一部を取

得しました。 

 その概要は以下のとおりであります。 

(1) 取得する会社の名称及び事業内容 

① 商号   ㈱マルチビッツ 

② 事業内容 出版・印刷、デザイン業

界など、デジタルデザイ

ンに関係する事業者向け

の総合支援事業 

(2) 理由 

 ＤＴＰ市場におけるデジタルデザイン

用コンテンツ、デザインツールのハー

ドウェア・ソフトウェア及びサプライ

品の販売や、全国撮影サービス、スト

ックフォトの提供、画像素材の加工、

制作物のオンデマンド印刷やWebサイト

の制作にいたる一連のデジタルソリュ

ーションを顧客企業に提供していくた

めのサービス拡大のための連結子会社

化 

(3) 株式取得の時期 

    平成18年10月６日 

  （4）取得する株式数、取得価額及び取得後

の持分比率 

① 取得する株式数 

650株 

   ② 取得価額  

     410,274千円 

③ 取得後の持分比率 

65.0％ 

  （5）支払資金の調達方法 

      銀行借入 

  （6）株式取得日に受け入れた資産等 

流動資産  732,690千円 

固定資産   63,182千円 

資産合計  795,873千円 

流動負債  276,464千円 

固定負債   10,810千円 

負債合計  287,275千円 

   (7) 発生したのれんの金額、償却方法及び

償却期間 

    ① のれんの金額 

        79,686千円 

   ② のれんの発生原因 

 ㈱マルチビッツの受入純資産の当

社持分が、当該子会社の株式取得の

ための支出額を下回ったため、その

差額をのれんとして認識しておりま

す。 

   ② 償却の方法 

     定額法 

   ③ 償却期間 

       5年 

 ㈱ウェブ・ワーカーズによる㈱ビューテッ

クラボの合併 

  当社の連結子会社である㈱ウェブ・ワー

カーズは、Ｗｅｂサイトの制作サービスに

おいてシステムソリューションからコンテ

ンツ制作・運用まで一貫して手掛ける体制

構築を目的として、システム開発及びデジ

タル技術を活かしたコンテンツ制作を行う

㈱ビューテックラボを平成18年４月３日に

吸収合併いたしました。合併後の当社の議

決権比率は、54.3％となっております。 

 なお、合併に伴い、商号を「㈱インター

アクティブデザイン」に変更いたしまし

た。 

 また、㈱ビューテックラボから引き継い

だ財産は次のとおりであります。 

 資産合計   128,036千円 

 負債合計   127,108千円 

 正味財産合計    927千円 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

２. 新株予約権（ストックオプション）の発

行 

  当社は、平成17年11月18日開催の取締役

会において、商法第280条ノ20及び第280条

ノ21並びに平成17年６月24日開催の当社第

10回定時株主総会決議に基づきストックオ

プションとして発行する新株予約権につい

て、下記のとおり決定いたしました。  

(1) 発行日      平成17年11月18日  

(2) 発行数           853個 

(3) 発行価額           無償  

(4) 新株予約権の目的たる株式の種類及び

数       当社普通株式853株  

(5) 新株予約権の行使に際して払込をなす

べき金額   １株につき278,000円  

(6) 新株予約権の行使により発行又は移転

される当社普通株式の総額  

                        237,134千円 

(7) 新株予約権の行使期間  

                平成19年６月25日から 

                  平成27年６月24日まで 

(8) 新株予約権の行使により新たに当社普

通株式を発行する場合において、当該

株式の発行価額中資本に組入れない

額  

         １株につき139,000円 

 (9) 新株予約権の割当対象者及びその人

数 

当社取締役４名、監査役２名及び

従業員54名 

  

  

 ２. ㈱エクステージの連結子会社化 

   当社の持分法適用関連会社である㈱エ

クステージ他同社の子会社３社は、平成

18年10月に当社の連結子会社となりまし

た。 

 その概要は以下のとおりであります。  

(1) 会社の名称及び事業内容 

   ① 商号   ㈱エクステージ 

   ② 事業内容  デジタルコンテンツを中

心とした出版、教育、プ

ロデュース事業を営む子

会社の株式を所有するこ

とによる当該会社の事業

活動の支配・管理並びに

経営コンサルティング業

務 

(2) 理由  

 平成18年10月の当社による貸付の実行

等による 

   (3) ㈱エクステージの平成18年９月30日現

在の中間連結貸借対照表上の資産等  

流動資産  520,343千円 

固定資産   49,954千円 

資産合計  570,297千円 

流動負債  854,603千円 

固定負債  326,263千円 

負債合計 1,180,867千円 

   (4) 発生したのれんの金額、償却方法及び

償却期間 

      ① のれんの金額 

     629,468千円 

    ② のれんの発生原因 

 ㈱エクステージ及び同社の子会社

３社の受入純資産(負)と、当社保有

の㈱エクステージ株式の持分法によ

る評価額の差額をのれんとして認識

しております。 

    ③ 償却の方法 

        定額法 

    ④ 償却期間 

        10年 

   （5）主要な子会社の名称及び事業内容 

      ① 商号    ㈱ワークスコーポレーシ

ョン 

    ② 事業内容  デジタルコンテンツの

教育書籍及び雑誌の出版

販売事業 

  

  

  

  

  

  

  

３. 関係会社への貸付 

 平成17年10月28日及び平成17年11月18日

開催の当社取締役会決議に基づき、下記の

とおり貸付を行いました。  

(1) 貸付先 ㈱ワークスコーポレーション 

(2) 貸付金額        160,000千円 

(3) 貸付日    平成17年10月31日及び 

平成17年11月29日 

(4) 貸付金利          1.875％ 

(5) 使途           運転資金 

(6) 返済日       平成18年3月31日 

   



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金   660,083  677,215 633,239   

２．売掛金   634,632  734,427 753,511   

３．たな卸資産   －  2,273 －   

４．関係会社短期貸付金    －  465,000 230,000   

５．繰延税金資産   25,421  38,499 33,174   

６．その他   66,452  118,497 19,804   

貸倒引当金   △200  △124 △296   

流動資産合計     1,386,389 76.4 2,035,789 76.9   1,669,434 76.2

Ⅱ 固定資産          

１. 有形固定資産          

(1) 建物 ※１ 25,441  27,046 29,539   

(2) 器具及び備品 ※１ 32,508  27,272 30,477   

有形固定資産合計   57,949  3.2 54,319 2.1 60,017   2.7

２. 無形固定資産          

(1) ソフトウェア   93,453  79,132 76,882   

(2) その他   598  7,964 1,484   

無形固定資産合計   94,051  5.2 87,097 3.3 78,366   3.6

３．投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   15,825  34,477 34,648   

(2) 関係会社株式   102,623  196,916 129,923   

(3) 繰延税金資産   47,654  50,130 48,863   

(4) 敷金保証金   67,275  123,854 123,650   

(5) 保険積立金   43,122  48,510 45,816   

(6) その他   552  15,727 350   

投資その他の資産合
計 

  277,053  15.2 469,617 17.7 383,251   17.5

固定資産合計     429,055 23.6 611,034 23.1   521,635 23.8

資産合計     1,815,444 100.0 2,646,824 100.0   2,191,069 100.0

（負債の部）          

Ⅰ 流動負債          

１．短期借入金   20,000  480,000 220,000   

２．１年以内返済予定長
期借入金 

  13,352  － 3,356   

３．未払費用   497,574  621,431 540,353   

４．未払法人税等   32,221  39,850 62,919   

５．賞与引当金   44,858  64,003 53,060   

６．役員賞与引当金    －  8,778 －   

７．その他 ※２ 141,429  249,275 145,292   

流動負債合計     749,434 41.3 1,463,339 55.3   1,024,980 46.8

 



    
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

Ⅱ 固定負債          

１．退職給付引当金   19,615  22,883 21,019   

２．役員退職慰労引当金   67,366  79,022 72,625   

固定負債合計     86,981 4.8 101,906 3.8   93,645 4.3

負債合計     836,415 46.1 1,565,246 59.1   1,118,625 51.1

（資本の部）          

Ⅰ 資本金     332,666 18.3 － －   336,113 15.3

Ⅱ 資本剰余金          

資本準備金   300,966  － 304,413   

資本剰余金合計     300,966 16.6 － －   304,413 13.9

Ⅲ 利益剰余金          

１．利益準備金   4,120  － 4,120   

２．任意積立金   3,796  － 3,796   

３．中間（当期）未処分
利益 

  337,068  － 423,695   

利益剰余金合計     344,985 19.0 － －   431,611 19.7

Ⅳ その他有価証券評価差
額金 

    410 0.0 － －   305 0.0

資本合計     979,028 53.9 － －   1,072,443 48.9

負債・資本合計     1,815,444 100.0 － －   2,191,069 100.0

           



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   339,413 12.8   － － 

２．資本剰余金                     

   資本準備金   －     307,713     －     

資本剰余金合計     － －   307,713 11.7   － － 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     4,120     －     

(2）その他利益剰
余金 

                    

特別償却準備
金 

  －     2,316     －     

繰越利益剰余
金 

  －     427,809     －     

利益剰余金合計     － －   434,246 16.4   － － 

株主資本合計     － －   1,081,373 40.9   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

    １．その他有価
証券評価差額
金 

    － －   204 0.0   － － 

評価・換算差額等
合計 

    － －   204 0.0   － － 

純資産合計     － －   1,081,577 40.9   － － 

負債純資産合計     － －   2,646,824 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,521,729 100.0 3,005,990 100.0   5,355,476 100.0

Ⅱ 売上原価     1,840,503 73.0 2,241,152 74.6   3,884,501 72.5

売上総利益     681,225 27.0 764,837 25.4   1,470,974 27.5

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

    594,526 23.6 696,181 23.1   1,235,268 23.1

営業利益     86,699 3.4 68,656 2.3   235,706 4.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   652 0.0 4,205 0.1   1,984 0.0

Ⅴ 営業外費用 ※２   2,392 0.0 2,226 0.1   3,302 0.0

経常利益     84,959 3.4 70,635 2.3   234,387 4.4

Ⅵ 特別利益 ※３   220 0.0 172 0.0   124 0.0

Ⅶ 特別損失 ※４   1,038 0.1 482 0.0   2,432 0.1

税引前中間（当
期）純利益 

    84,141 3.3 70,325 2.3   232,079 4.3

法人税、住民税
及び事業税 

  29,801   37,409 100,002   

法人税等調整額   5,217 35,018 1.3 △6,523 30,886 1.0 △3,672 96,329 1.8

中間（当期）純
利益 

    49,123 2.0 39,439 1.3   135,749 2.5

前期繰越利益     287,945 －   287,945 

中間（当期）未
処分利益 

    337,068 －   423,695 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 
評価・換

算差額等 
純資産合計

資本金 

資本剰余
金 

利益剰余金 

株主資本合
計 

その他有
価証券評
価差額金 

 

資本準備
金 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 

 

特別償却
準備金 

繰越利益
剰余金 

 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

336,113 304,413 4,120 3,796 423,695 431,611 1,072,138 305 1,072,443 

中間会計期間中の変動額          

新株の発行 3,300 3,300         6,600   6,600 

剰余金の配当（注）         △28,634 △28,634 △28,634   △28,634 

役員賞与（注）         △8,170 △8,170 △8,170   △8,170 

中間純利益         39,439 39,439 39,439   39,439 

特別償却準備金の取崩（注）       △1,479 1,479 － －   － 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

              △101 △101 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

3,300 3,300 － △1,479 4,114 2,635 9,235 △101 9,133 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

339,413 307,713 4,120 2,316 427,809 434,246 1,081,373 204 1,081,577 

                    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

(1) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

 その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均

法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

   

  

(2) たな卸資産 

仕掛品 

 個別法による原価法 

  

  

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は、以

下のとおりであります。 

建物 ８～10年 

器具及び備品 ４～６年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

 (2）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

 自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における５年

以内の利用可能期間に基づく

定額法により償却しておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

  

(2）無形固定資産 

同左 

  

３. 繰延資産の処理方法 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

株式交付費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

新株発行費 

  同左 

４．引当金の計上基準 

  

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

 (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額の当中間

会計期間負担額を計上してお

ります。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備え

るため、支給見込額の当事業

年度負担額を計上しておりま

す。 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 (3) ────── 

  

(3) 役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支払に

備えるため、支給見込額の当

中間会計期間負担額を計上し

ております。  

  （会計方針の変更） 

    役員賞与は、従来、利益処

分により未処分利益を減少す

る処理を行っておりました

が、「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）に基づ

き、当中間会計期間より発生

時に費用処理する方法に変更

しております。 

 この結果、従来の方法によ

った場合に比べ、営業利益、

経常利益及び税引前中間純利

益がそれぞれ8,778千円減少

しております。 

(3) ──────  

  

 (4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末にお

ける退職給付債務の見込額に

基づき、計上しております。 

(4）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当事業年度末における

退職給付債務の見込額に基づ

き、計上しております。 

 (5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく当

中間会計期間末要支給額を計

上しております。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため、内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

  同左   同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

 同左 

消費税等の会計処理 

 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

固定資産の減損に係る会計基

準 

 「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号)を当中間会計期

間から適用しております。これに

よる損益への影響はありません。 

───────────   「固定資産の減損に係る会計基

準」(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」(企業

会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針」(企業会計基準委員

会 平成15年10月31日 企業会計基

準適用指針第６号)を当中間会計期

間から適用しております。これに

よる損益への影響はありません。 

貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準  

 ───────────   当中間会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号 

平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会

計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しています。 

 従来の資本の部の合計に相当す

る金額は、1,081,577千円でありま

す。 

 なお、当中間会計期間における

中間貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。 

 ─────────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

   該当事項はありません。 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

60,624千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

71,800千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

68,973千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２     ─────── 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 7千円

受取配当金 500千円

受取利息 3,431千円

受取配当金 501千円

受取利息 1,240千円

受取配当金 500千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 479千円

新株発行費 1,903千円

支払利息 2,222千円 支払利息 1,388千円

新株発行費 1,904千円

※３ 特別利益の内訳 ※３ 特別利益の内訳 ※３ 特別利益の内訳 

貸倒引当金戻入益 220千円 貸倒引当金戻入益 172千円 貸倒引当金戻入益 124千円

※４ 特別損失の内訳 ※４ 特別損失の内訳 ※４ 特別損失の内訳 

建物除却損 942千円

器具及び備品除却損 96千円

器具及び備品除却損 482千円 建物除却損 2,336千円

器具及び備品除却損 96千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 9,156千円

無形固定資産 12,800千円

有形固定資産 8,392千円

無形固定資産 11,953千円

有形固定資産 20,312千円

無形固定資産 27,079千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

中間期
末残高
相当額 
（千円） 

器具及び備
品 

37,400 22,814 14,586 

  

取得価
額相当
額 
（千円）

減価償
却累計
額相当
額 
（千円）

中間期
末残高
相当額 
（千円）

器具及び備
品 

43,872 30,773 13,099

取得価
額相当
額 
（千円） 

減価償
却累計
額相当
額 
（千円） 

期末残
高相当
額 
（千円）

器具及び備
品 

36,243 25,967 10,276

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

２．未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 7,929千円

１年超 6,765千円

合計 14,695千円

１年内 8,358千円

１年超 5,035千円

合計 13,393千円

１年内 7,577千円

１年超 3,064千円

合計 10,642千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 4,007千円

減価償却費相当額 3,947千円

支払利息相当額 62千円

支払リース料 5,019千円

減価償却費相当額 4,805千円

支払利息相当額 142千円

支払リース料 8,014千円

減価償却費相当額 7,656千円

支払利息相当額 297千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 同左 

 （減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありま

せん。 

 （減損損失について） 

                 同左 

 （減損損失について） 

                  同左 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 

  

34,303円74銭

１株当たり中間純利益金額 

  

1,725円18銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 

1,662円32銭

１株当たり純資産額 

  

37,654円15銭

１株当たり中間純利益金額

  

1,374円06銭

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 

1,340円86銭

１株当たり純資産額 

  

37,168円19銭

１株当たり当期純利益金額 

  

4,472円86銭

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 

4,320円97銭

  当社は、平成17年５月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。   

  
前中間会計期

間 
前事業年度 

１株当たり純

資産額 

25,065円

 43銭

33,430円

81銭

１株当たり中

間（当期）純

利益金額 

2,479円

12銭

4,222円

00銭

潜在株式調整

後１株当たり

中間（当期）

純利益金額 

－ 
4,195円

75銭

   当社は、平成17年５月20日付で株式１株に

つき３株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと

仮定した場合の１株当たり情報については、

それぞれ以下のとおりとなります。   

  前事業年度 

１株当たり純資産額 
33,340円

81銭

１株当たり当期純利

益金額 

4,222円

00銭

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額 

4,195円

75銭

  
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり中間（当期）純利益金額       

 中間（当期）純利益（千円） 49,123 39,439 135,749 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 8,170 

 （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (8,170) 

 普通株式に係る中間(当期)純利益（千円） 49,123 39,439 127,579 

 期中平均株式数(株） 普通株式  28,474 普通株式    28,702 普通株式    28,523 

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額 
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

 普通株式増加数（株） 1,076 710 1,002 

 （うち新株引受権及び新株予約権） (1,076) (710) (1,002) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり中間（当期）純利益金額の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

－  平成17年６月24日第10回定

時株主総会で決議された新株

予約権（新株予約権の数817

個） 

 平成17年６月24日第10回定

時株主総会で決議された新株

予約権（新株予約権の数823

個） 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１. 新株予約権（ストックオプション）の発行 

  当社は、平成17年11月18日開催の取締役会

において、商法第280条ノ20及び第280条ノ21

並びに平成17年6月24日開催の当社第10回定時

株主総会決議に基づきストックオプションと

して発行する新株予約権について、下記のと

おり決定いたしました。 

(1) 発行日              平成17年11月18日 

(2) 発行数                         853個 

(3) 発行価額                        無償 

(4) 新株予約権の目的たる株式の種類及び 

    数         当社普通株式853株 

(5) 新株予約権の行使に際して払込をなすべ  

    き金額      １株につき278,000円 

(6) 新株予約権の行使により発行又は移転さ 

    れる当社普通株式の総額  237,134千円 

(7) 新株予約権の行使期間 

           平成19年６月25日から 

           平成27年６月24日まで 

(8) 新株予約権の行使により新たに当社普通 

    株式を発行する場合において、当該株式 

    の発行価額中資本に組入れない額 

                     １株につき139,000円 

(9) 新株予約権の割当対象者及びその人数 

          当社取締役４名、監査役２名及び 

          従業員54名 

２. 関係会社への貸付 

 平成17年10月28日及び平成17年11月18日開

催の当社取締役会決議に基づき、下記のとお

り貸付を行いました。  

(1) 貸付先 

     ㈱ワークスコーポレーション   

(2) 貸付金額   160,000千円  

(3) 貸付日    平成17年10月31日及び 

          平成17年11月29日  

(4) 貸付金利   1.875％ 

(5) 使途     運転資金 

(6) 返済日    平成18年3月31日 

  子会社株式の取得 

  当社は、平成18年８月24日開催の取締役会

において、ＤＴＰ市場におけるデジタルデザ

イン用コンテンツ、デザインツールのハード

ウェア・ソフトウェア及びサプライ品の販売

や、全国撮影サービス、ストックフォトの提

供、画像素材の加工、さらに制作物のオンデ

マンド印刷やWebサイトの制作にいたる一連の

デジタルソリューションを顧客企業に提供し

ていく体制構築を目的として、㈱ミスミグル

ープ本社が保有する㈱マルチビッツの株式の

一部を取得し子会社化することを決議し、平

成18年10月６日に譲渡を受けました。 

 なお、株式取得の内容は以下のとおりで

す。 

 (1) 取得株式数 

     650株 

 (2) 取得価額 

     410,274千円 

 (3) 支払方法及び資金の調達方法 

      株式の取得はすべて現金にて行い、取

得に要した資金はすべて銀行借入により

調達いたしました。 

   ─────────────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



(2）【その他】 

該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）半期報告書の訂正報告書 

 （第11期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成18年５月１日関東財務局長に提出 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

   事業年度（第11期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月27日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月19日 

株式会社デジタルスケープ  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷合 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社デジタルスケープ及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年10月31日及び平成17年11月29日に関係会社に対して貸付を

行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月14日 

株式会社デジタルスケープ  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷合 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社デジタルスケープ及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有

用な情報を表示しているものと認める。 

 

  追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年10月６日に株式会社マルチビッツの株式を取得し連結子会

社とした。また、当中間連結会計期間末まで持分法適用関連会社であった株式会社エクステージ他３社は、会社による平

成18年10月の貸付の実行等により連結子会社となった。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成17年12月19日 

株式会社デジタルスケープ  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷合 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成17年４月１日から平成18年３月３１日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デジタルスケープの平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年10月31日及び平成17年11月29日に関係会社に対して貸付を

行った。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

 平成18年12月14日 

株式会社デジタルスケープ  

 取締役会 御中    

 監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 谷合 章   印 

 
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 川島 繁雄  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社デジタルスケープの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中

間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資家の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の

監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的

な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社デジタルスケープの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 

  追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年10月６日に株式会社マルチビッツの株式を取得し子会社と

した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                                  以  上 

（注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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